
 

堺市障害者（児）自立生活訓練事業登録業者に関する基準 

 

（趣旨） 

第１条 この基準は、堺市障害者（児）自立生活訓練事業実施要綱（平成１６年制定。

以下「要綱」という。）第２条第２項の規定による登録について必要な事項を

定める。 

（登録の基準） 

第２条 登録を受けることができるものは、障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第３６条第１項、第

５１条の１９第１項又は第５１条の２０第１項の規定により指定された指定障

害福祉サービス事業者、指定一般相談支援事業者又は指定特定相談支援事業者

であって、障害福祉サービス等事業を行うもの（以下「事業者」という。） 

２ 第３条に規定する運営指針を実施できること。 

 （自活訓練事業の運営指針） 

第３条 障害者（児）の地域での自立生活及び地域移行を促進する事業（以下「自 

活訓練事業」という。）の運営指針は、次のとおりとする。 

 (1) 障害者（児）の自立生活に必要となる力及び自立意欲を高め、もって障害

者（児）の地域での自立生活及び地域移行を促進するために関係機関と連携

すること。 

 (2) 自活訓練事業の実施に当たっては、説明会等の周知を積極的に行い、ニー

ズの発見及び利用促進等に努めること。 

 (3) 地域における障害者（児）の在宅生活に関して豊富な経験及び知識を有し、

並びに個々の障害者（児）の状況を的確に把握し、かつ、障害者（児）に適

切な情報提供及び支援ができる能力を有するとともに、自活訓練事業を実施

するために必要な人材を有していること。 

 (4) 自活訓練事業を的確に運営し、実施することができる事務局が設置され、

適正な団体の活動が実施されていること。 

（登録の申請） 

第４条 登録を受けようとする事業者は、堺市障害者（児）自立生活訓練事業者

登録申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添付して、市長に提出しなけれ

ばならない。 

(1) 実施場所計画書（様式第２号） 

(2) 運営体制計画書（様式第３号） 

(3) 利用者負担計画書（様式第４号） 

(4) 障害福祉サービス等事業の指定書の写し（代表的な事業１箇所のみ） 

(5) その他登録に関し市長が必要と認める書類 

（登録の決定及び通知) 

第５条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査の上、

登録の可否を決定し、その旨を堺市障害者（児）自立生活訓練事業者登録決定

（却下）通知書（様式第５号）により申請者に通知するものとする。 



（変更等の届出） 

第６条 前条の規定による登録決定を受けた業者（以下「登録業者」という。）

は、登録内容に変更を生じたとき又は登録を廃止する場合は、堺市障害者（児）

自立生活訓練事業者登録変更（廃止）届出書（様式第６号）により、速やかに

その旨を市長に届けなければならない。 

（調査及び指導） 

第７条 市長は、必要があると認めるときは、登録業者に対し、自活訓練事業につ

いて報告又は書類の提出を求めることができる。この場合において、登録業者

に自活訓練事業の実施に関して適当でないと認める部分があるときは、当該登録

業者に対して改善指導を行うものとする。 

２ 市長は、前項の改善指導において改善が認められるまでの間は、自活訓練事業

の中止を命ずることができる。この場合において、市長は、あらかじめ書面に

より登録業者に通知するものとする。 

 （登録の有効期間） 

第８条 登録の有効期間は、年度単位（4 月 1 日から翌年 3 月 31 日まで）とし、

２年度とする。ただし、年度途中から登録することができる。 

 （登録の更新） 

第９条 登録は、更新申請しなければ、その効力を失う。 

２ 登録を更新する場合は、有効期間満了日の３０日前までに、第４条の規定に

よる申請書類を提出すること。 

 （登録の取消し） 

第１０条 市長は、登録業者が次の各号のいずれかに該当するときは、登録を取

り消すことができる。 

(1) 第２条に該当しなくなったとき。 

(2) 要綱第２条第２項の規定による委託契約の契約代金の請求に関し不正が

あったとき。 

(3) 登録業者が、不正な手段により登録を受けたとき。 

(4) 前各号に掲げる場合のほか、自活訓練事業の実施等に関し、不正又は著し

く不当な行為があったとき。 

 (5) 前各号に掲げる場合のほか、市長が登録業者として適当でないと認めると

き。 

  

   附 則 

 この基準は、平成２７年１０月１日から施行する。 

   附 則 

 この基準は、令和４年２月１日から施行する。 

   附 則 

 この基準は、令和５年３月１日から施行する。 



様式第１号（第４条関係） 

 

堺市障害者（児）自立生活訓練事業者登録申請書 

 

  年  月  日 

 

堺 市 長  殿 

 

（申請者） 

  所 在 地 

  名 称 

                   代表者職氏名                

 

 堺市障害者（児）自立生活訓練事業登録業者に関する基準第４条の規定により、必要書類

を添えて申請します。 

 

※指定事業所情報は、代表的な事業１箇所を記載してください。 

申請区分（〇で囲む） 新 規 ・ 更 新 

申請期間 年  月  日 ～    年  月  日 

法

人

情

報 

名 称  

所 在 地  

代表者職氏名  

電 話 番 号  

ＦＡＸ番号  

指

定

事

業

所

情

報 

名 称  

所 在 地  

代表者職氏名  

電 話 番 号  

ＦＡＸ番号  

指定事業所番号  

指定年月日  



様式第２号（第４条関係） 

 

堺市障害者（児）自立生活訓練事業 実施場所計画書 

 

業務実施場所について、以下に関する計画を記入してください。 

①住所、②建物の形態（マンション、戸建等）、③間取り（平面図等） 

 

①住所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②建物の形態（マンション、戸建等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③間取り（平面図等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第３号（第４条関係） 

 

堺市障害者（児）自立生活訓練事業 運営体制計画書 

 

運営体制について、以下に関する計画を記入してください。 

①コーディネーターの配置（雇用形態、有する資格、当該業務への従事時間、他業務との兼務状況等）、 

②支援員の確保（人数、勤務体制等）、③緊急対応体制 

 

①コーディネーターの配置（雇用形態、有する資格、当該業務への従事時間、他業務との兼務状
況等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②支援員の確保（人数、勤務体制等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③緊急対応体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第４号（第４条関係） 

 

堺市障害者（児）自立生活訓練事業 利用者負担計画書 

 

利用者負担について、以下に関する計画（利用者から徴収する利用者負担額）を記入してください。 

①食費、②家賃相当分、③光熱水費、④その他 

 

①食費 

 

 

 

 

 

 

 

②家賃相当分 

 

 

 

 

 

 

 

③光熱水費 

 

 

 

 

 

 

 

④その他 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第５号（第５条関係） 

 

堺市障害者（児）自立生活訓練事業者登録決定（却下）通知書 

 

第    号 

  年  月  日 

 

        様 

 

堺 市 長  印  

 

 

      年  月  日付けで申請のあった堺市障害者（児）自立生活訓練事業者登

録申請について、堺市障害者（児）自立生活訓練事業登録業者に関する基準第５条の規

定により、次のとおり決定したので通知します。 

 

 

決 定 内 容 登録 ・ 却下（理由）  

登録の有効期間      年  月  日 ～     年 ３月３１日 

法

人

情

報 

名 称  

所 在 地  

代表者職氏名  

電 話 番 号  

ＦＡＸ番号  



様式第６号（第６条関係）  

 

堺市障害者（児）自立生活訓練事業者登録変更（廃止）届出書  

 

  年  月  日 

 

堺 市 長  殿 

（届出人） 

  所 在 地 

  名 称 

                   代表者職氏名                

 

 

 堺市障害者（児）自立生活訓練事業登録業者に関する基準第６条の規定により、必要書類

を添えて届け出ます。 

 

 
変 更 前 変 更 後 

法

人

情

報 

名 称   

所 在 地   

代表者職氏名   

指

定

事

業

所

情

報 

名 称   

所 在 地   

代表者職氏名   

そ の 他   

変更年月日 年   月   日 

※指定事業所情報については、登録申請時に届出した代表的な事業所に変更があれば提出し

てください。 

 


